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会 員 各 位 

 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

中高層委員長 永 嶋 康 雄 

 

住宅宿泊事業施行要領（ガイドライン）の周知依頼について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省担当部局から「住宅宿泊事業施行要領（ガイドライン）の周知依頼に

ついて」別紙のとおり依頼がありました。 

このガイドラインでは、３月１５日から開始される住宅宿泊事業の届出手続きについて

の解釈及び留意事項等についても定めておりますので、管理組合等へ周知いただきますよ

うお願い申し上げます。 

なお、「住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）」は、下記ホームページよりダウンロ

ードしてください。                           敬 具 

 

［添付文書］ 

 「住宅宿泊事業施行要領（ガイドライン）の周知依頼について」 

 「分譲マンションにおける住宅宿泊事業（いわゆる民泊）の届出について」 

 

［参考ホームページ］ 

 「住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）」 

   http://www.mlit.go.jp/common/001215784.pdf 

 

［問合せ先］ 国土交通省代表  ＴＥＬ ０３－５２５３－８１１１ 

 全般・住宅宿泊事業・住宅宿泊仲介業関係  

観光庁観光産業課  ＴＥＬ ０３－５２５３－８３２９ 

  住宅宿泊管理業関係 

   土地・建設産業局不動産業課  ＴＥＬ ０３－５２５３－８２８８ 

  住宅宿泊事業法第６条関係（安全確保の措置※「避難経路の表示」を除く） 

   住宅局建築指導課  ＴＥＬ ０３－５２５３－８５１３ 

  マンション管理規約関係 

   住宅局市街地建築課マンション政策室  ＴＥＬ ０３－５２５３－８５０９ 

一般社団法人 全国住宅産業協会 事務局 澁田 

ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１ 
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